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公共交通との連携性（※３）

大規模建築物の開発関連（※２）

特定地区の設定（※１）

自動二輪車を対象に追加

荷捌き駐車施設の附置を規定

原単位の見直し

改正について検討している事項

附置義務条例の改正に関する調査結果

（複数回答）

調査対象 N=198
東京都：市区(N=49)
東京都以外：附置義務条例制定済の市町村(N=149)

○ 附置義務条例を改正にあたって、 「原単位の見直し」 や「一定条件下での附置義務台数の緩
和」 、「附置義務の対象に自動二輪車の追加」等が検討されている。

平成26年8月 国土交通省調べ

予定している

30

予定していない

168

附置義務条例の改正

緩和規定の追加

※１：標準駐車場条例第２５条第３項第１号関連
※２：標準駐車場条例第２５条第３項第２号関連
※３：標準駐車場条例第２５条第３項第３号関連
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大臣認定を受けた機械式駐車装置

94

大臣認定又は公益社団法人立

体駐車場工業会の認定のいず

れかを受けた機械式駐車装置

5

その他 11

定めている

110

定めていない

88

附置義務駐車施設に設置される機械式駐車装置に関する規定について

調査対象 N=198
東京都：市区(N=49)
東京都以外：附置義務条例制定済の市町村(N=149)

○ 標準駐車場条例を改正し、附置義務駐車施設に設置が可能な特殊の装置（機械式駐車装置）
について、大臣認定装置と同等の安全性を有するものを要求する規定を追加。

（平成２６年１２月２５日 国土交通省都市局長通知）
○ 平成２６年１２月現在、１１０市区町村において、附置義務駐車施設に設置できる機械式駐車装

置を条例等で規定。
○ 未規定の市町村においては、条例等の整備の検討をお願いします。

平成26年12月 国土交通省調べ 32

附置義務駐車施設に設置が可能な機械式
駐車装置に関する条例等の整備状況

設置が可能な機械式駐車装置の種類



■ 駐車場法施行令（抜粋）

（自動車の出口及び入口に関する技術的基準）

第七条 法第十一条の政令で定める技術的基準のうち、自動車の出口（路外駐車場の自動車の出口で自動車の
車路の路面が道路（道路交通法第二条第一項第一号に規定する道路をいう。以下この条において同じ。）の路
面に接する部分をいう。以下この条において同じ。）及び入口（路外駐車場の自動車の入口で自動車の車路の
路面が道路の路面に接する部分をいう。以下この条において同じ。）に関するものは、次のとおりとする。
一 次に掲げる道路又はその部分以外の道路又はその部分に設けること。

イ 道路交通法第四十四条各号に掲げる道路の部分
（略）

二 橋
（略）

２ 前項第一号の規定は、自動車の出口又は入口を次に掲げる道路又はその部分（当該道路又はその部分以外
の同号イからヘまでに掲げる道路又はその部分に該当するものを除く。）に設ける路外駐車場であつて、必要な
変速車線を設けること、必要な交通整理が行われること等により、国土交通大臣が当該出口又は入口を設ける
道路の円滑かつ安全な交通の確保に支障がないと認めるものについては、適用しない。
一 前項第一号イに掲げる道路の部分のうち、次に掲げるもの

イ 交差点の側端又はそこから五メートル以内の道路の部分
ロ トンネル

二 橋

３ 国土交通大臣は、前項の規定による認定をしようとするときは、あらかじめ、自動車の出口又は入口を同項第
一号イに掲げる道路の部分に設ける場合にあつては関係のある道路管理者及び都道府県公安委員会と協議
し、その他の場合にあつては関係のある道路管理者及び都道府県公安委員会の意見を聴かなければならな
い。
（以下、略）

駐車場法施行令第７条第２項による大臣認定
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■ 都市の交通実態に即した路外駐車場の整備を推進するための措置（駐車場出入口
規定の弾力化及び駐車場附置義務の弾力化）について（技術的助言）（抜粋）

平成１６年７月２日国都街第１８号
都道府県、政令指定都市の駐車場担当部局長
あて国土交通省都市・地域整備局街路課長通知

１ 駐車場法の一部改正について

（１）交差点等への出入口の設置（令第７条第２項及び第３項関係）

本改正により、交差点等への自動車の出入口の設置が国土交通大臣の認定により可能となるが、これは

個々の案件ごとに国が交通への影響を評価し、交差点等に出入口を設置することにより交通への影響が抑

制され円滑な交通処理ができることを確認した場合に限定して認定するものである。

国の認定にあたっては、あらかじめ、道路管理者や都道府県公安委員会と綿密な調整を図るところであり、

また本認定が地方公共団体の事務である開発許可等と密接に関連することから、関係部局の協力が得られ

るよう、緊密な連絡調整を図られたい。

なお、国の認定に係る権限は、駐車場法施行規則第５条第２号に基づき、地方整備局等に委任されてお

り、当該事務は地方整備局等において所掌することになるため、具体的な案件については、地方整備局等と

適宜調整されたい。
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○ 認定事例１（平成２５年度・千葉県船橋市内）

交差点内に、駐車場入口を設置した事例
・ 信号による交通整理を実施
・ 駐車場設置者による交通整理員の配置、案内看板の設置により、駐車場入口への進入を左折進入に限っ

ている

駐車場（地上、３階、４階）

駐車場入口
駐車場入口

駐車場出口

駐車場出口

交差点部分
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○ 認定事例２（平成２５年度・岡山県岡山市内）

交差点内に、駐車場出入口を設置した事例
・ 交差点の交通量を踏まえ、駐車場出口部（交差点進入部）に一旦停止規制を実施

地下駐車場

駐車場入口

交差点部分

駐車場出口
（一旦停止規制）

一旦停止
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○ 認定事例３（平成２２年度・千葉県市川市内）

交差点内に、駐車場出入口を設置した事例
・ 信号による交通整理を実施
・ 右折車線を設置

至 駐車場（地上）

交差点部分

駐車場入口駐車場出口

路外駐車場区域
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駐車場法施行令第７条第２項による大臣認定



ガイドライン掲載場所 http://www.mlit.go.jp/toshi/crd_gairo_fr_000009.html

駐車場等への充電施設の設置に関するガイドライン
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○ 国内のＥＶ及びＰＨＶの保有台数は年々増加傾向にあり、平成２５年度末現在
約８．５万台

○ ＥＶは約５．５万台、ＰＨＶは約３．０万台

出典：一般社団法人 次世代自動車振興ｾﾝﾀｰHP

ＥＶ・ＰＨＶの保有台数（推定値）

（各年度末）

年 度 ＥＶ ＰＨＶ 計
Ｈ１８ 505 0 505
Ｈ１９ 421 0 421
Ｈ２０ 389 0 389
Ｈ２１ 1,941 165 2,106
Ｈ２２ 9,030 379 9,409
Ｈ２３ 22,262 4,132 26,394
Ｈ２４ 38,707 17,281 55,988
Ｈ２５ 54,757 30,171 84,928

ＥＶ（電気自動車）及びＰＨＶ（プラグインハイブリッド車）の普及状況
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ＰＦＩ事業

出典：PFIの現状について（内閣府民間資金等活用事業推進室） 40



ＰＦＩ事業

出典：PFIの現状について（内閣府民間資金等活用事業推進室） 41



● ＰＦＩ（Private Finance Initiative）と事業とは
公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力及び技術的能力を

活用して行う公共事業の手法のひとつ。

● 従来の公共事業との違い
従来の公共事業が設計、建設、維持管理、運営という各業務を分割し、年度ごとに発

注するのに対し、ＰＦＩでは、全ての業務を特別目的会社（SPC）等に包括して長期契約
します。 さらに、ＰＦＩでは、“性能を満たしていれば細かな手法は問わない”性能発注
より業務をゆだねるため、民間のノウハウが発揮されます。

従来の公共事業 ＰＦＩ事業

公共のメリット ⇒ 財政支出削減の可能性
民間のメリット ⇒ 新たな投資機会・事業機会
利用者のメリット ⇒ サービスの質の向上

資料：ＰＦＩ導入の手引き （内閣府 民間資金等活用事業推進室）

ＰＦＩ事業
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ＰＦＩ事業

類 型 内 容

BTO方式
(Build-Transfer-Operate)
建設－譲渡－運営

民間事業者が施設等を建設し、施設等完成直後に
地方公共団体に所有権を移転し、民間事業者が維
持・管理及び運営を行う事業方式

BOT方式
(Build-Operate-Transfer)
建設－運営－譲渡

民間事業者が施設等を建設し、維持・管理及び運営
し、事業終了後に公共施設等の管理者等に施設所
有権を移転する事業方式

BOO方式
(Build-Own-Operate)
建設－所有－運営

民間事業者が施設等を建設し、維持・管理及び運営
し、事業終了時点で民間事業者が施設を解体・撤去
する等の事業方式

ＲO方式
(Rehabilitate-Operate)
改修－運営

施設を改修し、管理・運営する事業方式。所有権の
移転はなく、地方公共団体が所有者となる方式

● ＰＦＩの事業方式

施設の建設、維持管理運営、所有権の移転時期等により、ＰＦＩの事業方式は、ＢＴＯ
方式、ＢＯＴ方式、ＢＯＯ方式、ＲＯ方式に分類される。
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事業名 事業主体 方式 供用開始 事業期間

江坂駅南立体駐車場整備事業 大阪府 BOO H14年度 15年

鯖江駅周辺駐車場整備事業
福井県
鯖江市

BOT H15年度 7年

新北九州空港駐車場整備等事業
国土交通省
大阪航空局

BOT H18年度 15年

山梨県立中央病院駐車場整備運営事業 山梨県 ＢＴＯ H18年度 15年

長洲駅南側周辺駐車場整備事業
熊本県
長洲町

ＢＯＴ H19年度 10年

県庁立体駐車場整備事業 茨城県 ＢＴＯ H20年度 10年

福井県立病院立体駐車場整備等運営事業 福井県 ＢＴＯ H21年度 22年

竹の塚西自転車駐車場整備運営事業
東京都
足立区

ＢＯＴ H14年度 10年

大竹市自転車駐車場施設整備運営事業
広島県
大竹市

ＢＯＴ H17年度 15年

箕面市立箕面駅前駐車場・

駐輪場等再整備運営事業

大阪府
箕面市

BTO
RO

－ 13年

● ＰＦＩ事業による駐車場・駐輪場整備事例

ＰＦＩ事業

（内閣府・ＰＦＩ推進委員会 事業情報より引用）
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駐車場法に関する主な制度拡充経緯

昭和30年代に入って、自動車保有台数の増加、自動車交通量の増加に伴い、路上駐車
の問題が起こり、路上駐車の規制とともに、駐車施設を整備する必要性が生じる

● 昭和32年（1957年） 駐車場法制定
・ 駐車場整備地区を指定し、路外駐車場の設置を促進
・ 駐車施設の附置義務制度
・ 駐車場の構造、設備、管理について適切な水準の確保のための基準
※ 自動二輪車、軽自動車は占有面積が小さいことから対象外

● 昭和37年（1962年） 駐車場法の一部改正
・ 軽自動車を対象
（外見上、一般の自動車と大差がないこと、所有台数の飛躍的な増加）

● 平成3年（1991年） 駐車場法の一部改正
・ 駐車場整備地区の対象区域の拡大
・ 駐車場整備計画の創設
・ 附置義務対象建築物の規模下限の引き下げ

参考 駐車場法の改正等の経緯
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● 平成6年（1994年） 標準駐車場条例の改正
・ 荷さばき駐車場の附置義務を可能

● 平成16年（2004年） 標準駐車場条例の改正及び駐車場法施行令の改正
・ 附置義務制度の性能規定化
・ 〃 ローカルルールの採用
・ 〃 隔地駐車場の積極的な活用
・ 路外駐車場の出入口設置の緩和

● 平成17年（2005年） 駐車場管理規程例の策定
・ 駐車場の管理運営の適正化及び利用者の保護を目的

● 平成18年（2006年） 道路交通法の一部改正
・ 放置車両についての使用者責任の拡充、取締関係事務の民間委託

● 平成18年（2006年） 駐車場法の一部改正
・ 自動二輪車を法律の対象に追加、あわせて標準駐車場条例を通知

● 平成24年（2012年） 都市の低炭素化の促進に関する法律の制定
・ 附置義務駐車施設を計画的に集約化、あわせて標準駐車場条例を通知

参考 駐車場法の改正等の経緯
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● 平成26年（2014年） 都市再生特別措置法等の一部を改正する法律の制定
・ 路外駐車場の配置適正化
・ 附置義務駐車施設の集約化
・ 標準駐車場条例を通知

● 平成26年（2014年） 駐車場法施行規則の一部を改正する省令の制定

・ 駐車場法施行令第１５条に基づく大臣認定制度の下で、同条に規定する特殊の
装置（機械式駐車装置）の構造・設備と併せて安全性を確保するために必要な
機能についても一体的に認定を行う仕組みを構築

・ 安全機能に係る認証に際して第三者機関の技術的知見を活用する仕組み（登
録認証機関制度）の創設

・ 標準駐車場条例を通知

参考 駐車場法の改正等の経緯

47


